
アメリカ心理学会（American psychological
 

Association；以下APAと略記する）は2010年

に『APA論文作成マニュアル第６版（Publication
 

Manual of the American Psychological Associ-

ation,6th edition）』を発表し，日本でも前田・江

藤・田中（2011）によって邦訳された。APA論文

作成マニュアルは，第３版が1973年に出版されて

以降，おおむね10年間隔で改訂がなされている。

APA（2010）は，第６版への改訂の要点を２つ示

している。１つは，インターネットをはじめとす

る様々な技術革新に学術研究がどのように影響さ

れてきたかという点，つまり，テクノロジーの進

歩による研究の構想や実態，そして研究の成果の

利用方法の変化をどのようにガイドライン化する

のかという点である。実態として，さまざまな学

術領域にて専用のデータベースが生まれ，利用者

はオンラインで論文の閲覧やデータの共有が行え

るようになっている。このような情報社会の進展

が今日に至るまでに急速になされている。APA

（2010）は，研究で用いた素データのような，紙

媒体での表現に多大なコストを要する資料は原則

として最低５年間は投稿者が保存すること，そし

て他の研究者がデータの開示を求めた際には速や

かに提出するよう規定している（p.12）。現代心理

学の１つの潮流として研究者間に認識されつつあ

るメタ分析（meta-analysis）において，先行研究

の素データは情報源として必須である。APA

（2010）は心理学的研究のさらなる進展のために

メタ分析を推奨しており，付録として247ページ

から253ページにかけてAPA Publication and
 

Communication Board Working Group on Jour-

nal Article Reporting Standards（2008）で示さ

れた表を引用し，メタ分析の進め方を説明してい

る。データベースの利用や素データの開示や利用

をオンラインで行う研究者は今後増えていくであ

ろうし，利用されるデータベースの幅もますます

広がっていくことが予想されるので，オンライン

上でのデータの共有に関して明確なガイドライン

を設ける必要があったのである。

マニュアル改訂におけるもう１つの重要な変更

点は，心理統計学における結果の表記の方法が従

来の指針から大幅に変更されたことである。Wil-

kinson& APA Task Force on Statistical Infer-

ence（1999）はAPA論文作成マニュアルの改編に

先んじて，データの分析には，⑴必要最小限の分

析を選ぶこと，⑵区間推定値，つまり信頼区間

（confidence interval;CI）を明記すること，⑶

p値を具体的数値で示すこと，さらに効果量

（effect size）を明記することを示した。この影響

を受けて出版されたAPA論文作成マニュアル第

５版（2001）においては，効果量と信頼区間を「報

告がなされることが望ましい」という推奨要件と
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して明記した。つまり，効果量や信頼区間を表記

することを望ましいとしながらも，その表記方法

を明確にせず，研究者自身でその表現を工夫する

よう示したのである。こうした指針のあり方に対

して，Sohn（2000）はこの改訂を新たな統計学的

手法のガイドラインとしては明確性に欠くと批判

し，さらにFidler,Thomason,Cumming,Finch

& Leeman（2004）は医学界では1980年代より取

り入れられている区間推定や効果量の報告が心理

学の領域で不徹底であることについて，数量的な

情報が正しく報告されなければ研究の真に重要な

要素を伝えることはできないとして効果量や信頼

区間の報告を強く求めた。こうした批判に応える

形で，APA論文作成マニュアル第６版（2010）で

は，“効果量，信頼区間，そして必要最低限の記述

といった報告をもって，結果の意味するところを

はじめて完全に表現できる”（p.33）とし，さらに，

“帰無仮説有意差検定（null hypothesis statisti-

cal significance testing；以下NHSTと略記す

る）を行う際には，検定対象となるすべての仮説

はもとより，適切な効果量と信頼区間の完全なる

報告がAPAの投稿規定においては最低限度の基

準である”（p.33）と明確に義務づけ，特に信頼区

間の表記には各括弧を用いることなど，具体的な

説明を付記した。

我が国における論文の執筆基準は，日本心理学

会（2005）における『執筆・投稿の手引き』であ

るが，効果量や信頼区間についての報告について

は一切示されていない。我が国におけるNHST

では検定統計量の値と自由度，そして危険率およ

び棄却率しか報告されていない場合がほとんどで

ある（鈴川・豊田,2012）ことからも，効果量や

信頼区間についてはできる限り論文の中で報告さ

れることが望ましいといえる。APA（2010）はそ

れ以前の統計学的情報が論文に不足していたこと

をふまえ，“統計学的手法は，仮説を正確に説明す

るための頑健性（robustness）が包含されることで

分析の主旨が支持され，また，データに対しては

あいまいではなく明確な洞察を統計学的手法に

よって提供しなければならない”（p.33）としてい

る。つまり，効果量や信頼区間はデータの分析に

おいてはその頑健性を増すための重要な要素であ

るということを示している。頑健性が増補される

ことにより，有意であるか否かの判断を行う

NHSTにおいて，悉無率的な枠にとらわれること

のない解釈を展開することが期待できる。解釈の

可能性を広げることは，データを正しく考える上

で非常に重要であり，また，NHSTにて有意差が

認められないという結果においても効果量や信頼

区間が報告されることによって新たな見解がもた

らされる可能性を研究者がに考えられる。

そこで本論文では，日本ではなじみのない

NHSTにおける効果量と信頼区間について，それ

ぞれの意義，計算法，そして表記の仕方を実際の

素データを元に簡易的に説明する。なお，本稿で

説明されない他の効果量と信頼区間に関する詳し

い説明や計算方法については大久保・岡田（2012）

に詳しい。

方 法

深堀（2010）における系列予言法（暗記学習）

と調整法（ミューラー・リエル錯視）の素データ

をそのまま使用した。実験器具，実験参加者，手

続きについては深堀（2010）を参照して頂きたい。

効果量

効果量とは効果の大きさのことであり，実験的

操作の効果や変数間の関係の強さを表す指標であ

る（Field&Hole, 2003）。芝・南風原（1990）は，

効果量を測定単位に依存しない指標とし，単位の

異なる変数を用いた研究の間でも実験効果の大き

さを互いに比較することができるものと説明して

いる。例えば回帰分析では相関係数の二乗（R ）

が決定係数（coefficient of determination）とし

て用いられるが，この決定係数は回帰式において

の説明力を示したものなので効果量とみなすこと

ができる。平均値差の比較においては，決定係数

のような広く認識されている効果量は存在しない

ので，平均値差の効果量について簡単に説明を行

う。

t検定や分散分析など２群以上の平均値を比較

する際には，効果量を求めるにあたり分散の等質

性（homogeneity of variance）が満たされている

ことを前提とし，

δ＝
μ－μ
σ

と表す。ただし，σは母集団における標準偏差なの

で計算を行う際には標本統計量から母標準偏差を

推定して用いることになる。一方，μは母平均値を

表しているので標本平均値をそのまま用いる。

独立２群の効果量を表した代表的なものとして
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はCohen’s d（Cohen, 1988）があげられる。

Cohen’s dは，標本の平均値差を，標本からプー

ルした標準偏差で除した値である。つまり，

d＝
(実験群の平均－統制群の平均)

実験群の標準偏差 ＋統制群の標準偏差
2

となる（水本・竹内,2010）。この計算から得られ

る値は群ごとの平均値の差を標準化したものであ

る。Cohen’s dにおける判断の目安として，d＝

.20を効果量小，d＝.50を効果量中，d＝.80を効

果量大とする。対応のある２群の効果量は

Cohen’s dの計算式をそのまま用いるか，あるい

は２群の相関係数を利用した計算式を用いる。相

関係数を分母で用い，Cohen’s dを分子とすると

計算式は，

d ＝
対応なしの場合の d

2(1－対応のあるデータの相関係数)

となる（水本・竹内,2010）。

分散分析における効果量は，要因平方和と全体

平方和における比と考えるとわかりやすい。分散

分析における効果量を η とすると計算式は，

η＝SS
SS

となる。この式において SS は全平方和，SS は要

因平方和をそれぞれ示している。この式の意味す

るところは，要因平方和が，誤差平方和（SS ）を

含む全平方和においてどの程度の効果をもってい

るかを数値化したものといえる。ただし，この計

算式は単純な一元配置分散分析でのみ適用可能で

あり，反復測定や二元配置以上の分散分析では若

干モデルが複雑になる。繰り返しのある一元配置

分散分析を例にすると，求められる全平方和は，

要因平方和，誤差平方和，そして被験者内平方和

（SS）の３つとなる。ここで要因平方和と全体平

方和における比を想定して効果量を計算すると，

研究の効果を説明する上で不要な平方和，つまり

被験者内平方和が計算式に加味されてしまい，不

要な値が効果量に反映されるという問題が生じ

る。したがって，反復測定分散分析においては，

被験者内平方和を除外した計算式に準じて効果量

を求めることになる。繰り返しのある一元配置分

散分析における最終的な効果量の計算式は，

ω＝ df(MS －MS )
dfMS ＋(n－df)MS

となる（大久保・岡田,2012）。この式において，

MS は要因平均平方，MS は誤差平均平方，nはサ

ンプル数を示す。式中の添え字にある p（partial）

は，全体の要因から不要な要因を除いたことを意

味している。なお大久保・岡田（2012）は，統計

的指標の１つとして重要な意味をもつ効果量を他

の研究者が確認できるようにするために，通常の

論文では表記されることのない平方和や平均平方

に関する情報，つまり分散分析表を示すことを推

奨している。

信頼区間

母集団の推定値として通常求められる平均値は

点推定（point estimation）によるものである。点

推定とは，母数を１点の推定値で表現する方法で

ある。サンプルサイズがある程度の大きさであれ

ば点推定による平均値の誤差に大きな変動はない

が，サンプルサイズが小さい場合，点推定による

推定値では誤差変動が大きくなってしまう。点推

定とは異なり，ある程度の区間を設けて母数の推

定値を一定の範囲によって表す方法を区間推定

（interval estimation）という。区間推定では，

あらかじめ定められた確率で母数を含む区間を設

定しなければならないが，一般的には95％がよく

用いられる。よって，この区間推定値は95％信頼

区間（95％ CI）とよばれる。信頼区間は推定値の

報告に付記することで極めて有効な情報をもつ

（大久保,2012）。信頼区間に95％という数値が

使われるのは，５％という慣例的な水準がそのま

ま踏襲されたものにすぎないので厳密さが要求さ

れるような研究では99％信頼区間（99％ CI）も

用いられるが，区間の幅は95％よりも狭くなるた

め，その区間に母数の値が含まれていない可能性

が高まるので扱いには注意が必要である。

信頼区間は，t分布表の tの臨界値と標準誤差

（standard error）を乗じたものに平均値を加減

してその上限値と下限値を算出する。計算式は，

CI＝M± s
 
N

×t

となる。この式において，M は平均値，sは標準

偏差，N はサンプルサイズをそれぞれ示してい

る。例えば信頼区間を95％に据える場合には95％

の tの臨界値（両側2.5％）を乗じることで求める

ことができる。なお，信頼区間を論文中に表記す

る際は角括弧を用い，グラフには信頼区間を示す

エラーバーを併記することがAPA（2010）にて定

められている。
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結 果

Table 1は，系列予言法の素データにおける平

均値，標準偏差，標準誤差を示したものである。

集中試行（massed practice）群における信頼区間

は95％ CI［9.3316.23］，分散試行（distributed
 

practice）群における信頼区間は95％ CI［13.38

21.95］であった（Figure 1）。両群の分布の正規

性が認められたことを確認し，両群の平均値差を

検討するために t検定を施行したところ t＝2.01

（p＝.06），効果量は d＝.80であった。

Table 2は，調整法の素データにおける各図形

の平均値，標準偏差，標準誤差を示したものであ

る。それぞれの図形における信頼区間は，15

mm30°では95％ CI［13.5722.80］，30mm30°で

は95％ CI［16.8330.47］，35mm30°では95％

CI［30.1721.01］，45mm30°では95％ CI［16.36

28.92］，15°30mmでは95％ CI［21.2831.09］，

60°30mmでは95％ CI［14.3422.19］であった

（Figure 2）。６つの図形の錯視量の違いを検討

するために反復測定による一元配置分散分析を施

行したところ，30°に角度を固定した斜線の長さの

違いにおける主効果は F(3,21)＝7.36,p＝

.001,ω＝0.70であった。Bonferroni法による

多重比較の結果，15mm30°－30mm30°間，15

mm30°－35mm30°間，15mm30°－45mm30°間，

30mm30°－35mm30°間，30mm30°－30mm45°

間，35mm30°－45mm30°間の平均値差と効果量

はそれぞれ，5.46(p＝.114,d＝0.76,d ＝

1.95)，7.40(p＝.004,d＝1.31,d ＝3.26)，

4.45（p＝.224,d＝0.66,d ＝1.44)，1.94(p＝

1.00, d＝0.27, d ＝0.54)，1.01(p＝1.00,

d＝0.13, d ＝0.34)，2.95(p＝.182, d＝

0.44,d ＝3.65)であった。一方，30mmに斜線

の長さを固定した斜線の角度の違いにおける主効

果は F(2,14)＝9.15, p＝.003,ω＝0.67で

あった。Bonferroni法による多重比較の結果，15°

30mm－30°30mm間，15°30mm－60°30mm

間，30°30mm－60°30mm間の平均値差と効果

量はそれぞれ，2.54(p＝.90,d＝0.35,d ＝0.

49)，7.93(p＝.004,d＝1.45,d ＝2.38)，5.39

(p＝.059,d＝0.79,d ＝2.45)であった。

Table 1 The number of times to complete memories
 

with each method.

massed
 

practice
 
distributed

 
practice

16 12

13 12

19 14

9 25

11 21

10 10

20 21

10 24

7 20

mean 12.78 17.67

SD 4.58 5.68

SE 1.53 1.89

Figure 1.Means and confidence intervals on each
 

method about the serial effect.

Table 2 The quantities of optical illusion in each stimu-

lus.

30° 30mm

15mm 30mm 35mm 45mm 15° 60°

20.3 28.0 29.3 32.0 31.5 22.1

15.6 15.6 22.4 17.9 26.9 14.4

12.5 15.1 15.9 9.5 17.5 14.5

13.3 11.4 23.6 18.0 21.9 12.4

14.9 26.3 22.0 18.9 22.1 14.0

22.3 29.1 33.1 28.1 33.8 23.5

29.5 34.3 30.6 29.4 32.9 21.9

17.1 29.4 27.8 27.3 22.9 23.3

mean 18.19 23.65 25.59 22.64 26.1918.26

SD 5.66 8.37 5.62 7.70 6.01 4.82

SE 2.00 2.96 1.97 2.72 2.13 1.70
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考 察

系列予言法における両群の平均値差に有意差は

認められなかった（p＜.05）ものの，効果量が0.80

と非常に高いことから，両群における学習の進度

については集中試行群の方が速かったものと推察

される。集中学習と分散学習では分散学習の方が

一般的に学習の質は高い（野村,1974）が，深堀

（2010）の通り，この実験で行った分散学習では

リハーサルを妨害するための計算課題が導入され

たために学習達成に時間を多く費やしたものと解

釈できる。有意差こそ認められないが，高い効果

量が得られたことから両群における学習の質が異

なること，つまり，この実験で用いられた項目の

数，性質，さらに経過時間においては集中試行の

方がその学習効果が高かったといえる。調整法で

は，角度あるいは長さの固定された錯視図形のい

ずれの錯視量において主効果が有意であり，効果

量も0.67以上と高い値であった。多重比較では，

有意差の認められた図形間においても高い効果量

が得られた。特に斜線角度の差異が大きくなるほ

ど錯視量が有意に小さくなることが，高い効果量

をもって示された。ただし，有意差と効果量はまっ

たく別の統計学的指標としてとらえなければなら

ないことは既述した。たとえば，この実験におい

て35mm30°－45mm30°間では p＝.182，d＝

0.44で，両要因間の効果量は中程度でみなされる

が，対応のある２群の効果量では d ＝3.65と高

い数値を示した。一見すると高い効果量を示して

いるために両要因間の錯視量に何らかの効果があ

るものと解釈されるかもしれないが，この大きな

数値の変動は両要因間の相関係数が.94という非

常に高い値であったことが影響しているためで，

実験の目的として対応（repetition）が検討されて

いる場合，たとえば実験群と統制群による反復測

定のような条件でなければこの数値はまったく意

味をもたない。Table 5は，本実験における図形間

の平均値差，対応のない効果量，相関係数，対応

のある効果量を示したものであるが，相関係数が

高くなるほど対応のある効果量は大きくなってい

ることがわかる。豊田（2009）によれば，対応の

ない場合の dと対応のある場合の dの違いは，そ

の比較対象が要因間にあるのか，あるいは個人内

にあるのかに起因するという。本研究では，提示

順の順序効果を相殺することを目的とし，個人内

変動をみることを目的としていないので，効果量

Table 4 An ANOVA table about the optical illusions
 

fixed in the length (30mm).

SS  df  MS  F  p
 

Factor A 262.05 2 131.03 9.15 0.003

Subject 705.03 7

Error 200.56 14 14.33

total 1167.64 23

Figure 2.Means and confidence intervals on each method about the optical illusions.

Table 3 An ANOVA table about the optical illusions
 

fixed in the degree(30°).

SS  df  MS  F  p
 

Factor A 235.77 3 78.59 7.36 0.001

Subject 1126.81 7

Error 224.11 21 10.67

total 1586.69 31
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に関する情報は d ではなく dをみるべきであ

る。実験条件に対応がある場合，検討事項の内容

によって dと d は使い分けた方がよい。効果量

は，その使用方法に関する報告を怠ってしまうと

読者に誤った解釈をもたらすことにもなるので，

効果量を報告する際には文献の明示，できれば計

算式も提示することが望ましい（水本・竹内,

2010）。

統計的検定は，有意水準，サンプルサイズ，効

果量，検定力（power）の４つを用いることで求め

ることができる（水本・竹内,2010）。このことは，

３つの要素が決まれば残り１つの要素も必然的に

決まることを同時に意味している。例えば，Faul,

Erdfelder, Lang, & Bunchner（2007）によるフ

リーソ フ ト の G Power（www.psycho.uni-

duesseldorf.de/aap/projects/gpower/）を用いれ

ば，有意水準，効果量，検定力を入力することで

適切なサンプルサイズを自動計算するよう作られ

ている。サンプルサイズが不当に大きい場合には

第1種の過誤の確率が下がる一方で第２種の過誤

（Type Ⅱ error）を犯す確率が上がり，逆にサン

プルサイズが過小であれば第１種の過誤を犯す確

率を上げてしまう。このようなリスクを回避する

ためにも，適切なサンプルサイズを用いた実験計

画が自ずと必要になり，そのためにも，効果量や

信頼区間に対する正しい知識や使用法を研究者が

個々に理解する必要がある。

NHSTでは，得られた標本が母集団を代表する

ものと仮定することから始まる。標本間（あるい

は内）に差がないとする帰無仮説の生起確率が低

いことを，あらかじめ研究者が設定した有意水準

を用いて証明することによって，帰無仮説と対立

する実験仮説の生起頻度を判断するのがNHST

の基本的な進め方である。研究者が設定する有意

水準は主として５％，１％，0.1％が用いられるが，

危険率が低い値で棄却されたということと，その

両者の間の差に大きな効果があるものと解釈する

ことは同義ではない。そもそも有意確率は，第１

種の過誤（Type Ⅰ error）を犯す可能性が低いと

いうことを意味するだけであって，仮に0.1％水

準にて危険率が棄却されたとしても，それは両者

の間における差の効果が大きいことを意味するも

のではなく，本当は帰無仮説が正しいのに誤って

棄却してしまう確率が0.1％に満たないというこ

とだけしか意味しないのである。Table 6はデー

タ数の違いによって同じ平均値，標準偏差，効果

量においても有意差が認められるケースと認めら

れないケースを示したものであるが，危険率はサ

ンプルサイズの影響を強く受けることが分かる

（水本・竹内,2010）。したがって，サンプルサイ

ズに影響されない効果量が大きな役割を果たすこ

とになる。効果量は両者の差異をよりよく表現す

るための１つの目安ととらえ，積極的に使用され

ることが望まれる。ただし，現在の我が国の投稿

論文では，例えば『基礎心理学研究』の1982年か

ら2008年までに掲載された計199本の論文にお

いて，誤差範囲を示した論文は全体の47.24％で

あったが信頼区間の報告はわずか1件のみである

Table 5 The difference between normal d and revised d using correlation coefficient.

30° 30mm

15mm

－30mm

15mm

－35mm

15mm

－45mm

30mm

－35mm

30mm

－45mm

35mm

－45mm

15°

－30°

15°

－60°

30°

－60°

d 0.76 1.31 0.66 0.27 0.13 0.44 0.35 1.45 0.79

r 0.80 0.80 0.77 0.75 0.81 0.94 0.65 0.69 0.84

d 1.95 3.26 1.44 0.54 0.34 3.65 0.49 2.38 2.45

Table 6 The comparison of p-value between two different samples.

データセット グループ n 平均値 標準偏差 平均値差 t検定 効果量 d

Ａ
グループ１

グループ２

50

50

40

43

10

10
3 p＝.137 d＝0.3

Ｂ
グループ１

グループ２

100

100

40

43

10

10
3 p＝.015 d＝0.3

Note.This table is cited in Mizumoto & Takeuchi (2010).
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こと，そしてほぼすべての論文で p値が報告され

ている一方で効果量の報告は年代に関わらず少数

でその割合は10.58％であった（大久保,2008）。

ここで用いられた効果量についても，相関係数，

回帰分析など効果量自体が考察の中心的対象とな

る分析方法を用いており，分散分析の効果量ωの

値がわずかに１件だけ報告されたにすぎないとい

う。このことからも，我が国の研究者に効果量お

よび信頼区間に対する認識や知識が不足している

ことは否めないと考えざるを得ない。今後研究者

が効果量と信頼区間の重要性を認識することで，

統計処理の結果は自然とその表記が詳しくなり報

告件数も増えてくるであろう。事実，小野寺・菱

村（2005）も，いずれ数年の内には効果量を無視

した研究報告はできないとしている。今後，心理

学に携わる研究者は，従来のNHSTでは十分な

情報が伝えられていないということを理解しなけ

ればならない。心理統計学に対する意識が変わり

研究成果の報告に効果量や信頼区間が利用される

ことで，本邦での効果量や信頼区間の利用可能性

や改善点もより明確になるであろう。
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